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1. 本報告の目的 
神奈川県が 2005 年 2 月議会以降 2 度に渡り提案した水源環境保全・再生基本計画案（仮

称）及びその費用捻出のための新税案（41 億円）は、他県で既に導入されて同種の事業規

模に比し一桁大きく、関係者からも注目されているが、県議会承認は未だ得られていない。

本件に関する県議会での県側と議会側の論点とそれらを取り巻く背景を検討し、神奈川県

を事例とした水資源の保全管理に係わるより持続可能な経済政策を検討する。本論では、

地理的にも時間的にもシステムを構成する要素自体は異なるものの、社会的資本として 800
年弱もの長期間持続した実績を有する古代ローマ水道システムに関し、特に持続的な水資

源確保・システム維持管理という面に注目し、費用負担のあり方を含め、現在の水道シス

テムとの比較検討をした。これらを踏まえ現代の神奈川県の水道ネットワークの事例に当

てはめ、その水資源の保全管理に係わる経済政策へのインプリケーションの検討を試みた。 
 
2. 研究の内容・方法 
（ア）神奈川県による水源環境保全税の県議会審議での論点の検討 

１）神奈川県は、2005 年 2 月に森林の保全・再生、河川の保全・再生、地下水の保

全・再生、水源環境への負担軽減、水源環境保全・再生を支える活動の促進等

の 5 つの事業を柱とし、今後 20 年間の水源環境保全・再生の取り組みである「施

策大綱」の基本方針を示している。その中でも、水の量的・質的な保全を抜本

的に推進するために「水源保全地域」における水源環境の保全に重点的に取り

組む必要があるとしている。今後、5 年間に取り組む事業の実施計画を「水源環

境保全・再生かながわ県民会議（仮称）」の関与の下で、市町村と連携して策定

し、6 月の県議会定例会では、この活動に必要な費用として個人県民税に 1 人あ

たり年平均 1000 円上乗せする参加型新税を提案している。 
２）2005 年 2 月及び 6 月の県議会定例会での論点・背景を分析すると、足元で県内

の水道事業経営が極めて厳しい状況のもと、水道料金の値上げの可能性もある

中での今次の水資源の保全管理に係る新税導入であること、県民人口の 56%を

占める横浜市、川崎市に直接関係がない事業計画もとで、横浜市、川崎市の納

税県民への説得性に欠けること等目に見えるメリットがなく受益の小さい都市

部と水源林保全の推進という受益が直接ある「水源保全地域」との間の調整が

十分に図られていないこと等が挙げられる。 



（イ）社会的資本としての古代ローマ水道システムからの考察 
１） 紀元前 312 年に最初に作られたアッピア水道から始まる古代ローマの水道シス

テムは、467 年の西ローマ帝国の崩壊の原因となったゲルマン民族の大移動に

よって結果的に破壊されるが、800 年弱もの長きに渡り本システム自体は持続

したという歴史的事実は大変貴重である。本論ではこのように長期間持続した

首都ローマの水道システムについて、限られた先行研究をベースとしつつも、

システムの概要、システムの維持管理、現在のローマ水道システムへの伝承と

いった諸点から分析、現代の水道システムの持続性考察への示唆を得る。 
２） 水道ネットワークは大量消費型の都市型サービス産業であり、都市の規模や集

積と密接な関係のある地域限定型サービスである。地域限定型サービスを持続

的かつ効率的に実施する供給者に求められる事項として、経営上の持続性とと

もに、給水時点の良好な「水質」、必要な「水量」、適切な「水圧」という技術

上の 3 つの重要な特徴を維持することである。 
３） 持続的な水道システムへのインプリケーションとして、古代ローマ水道システ

ムにおける公共的な水道に対する建設費用負担問題、維持管理費用の分担、水

道事業実施形態、首都ローマ周辺の集水地域も含めた地中海世界の森林保全と

燃料・素材として利用という対立問題、ローマ下流港湾都市オスティアが帝国

崩壊に近い 4 世紀になって、港湾機能を失った歴史的事実等を取り上げる。 
（ウ）横浜市の水道システムにおける水源林の歴史的対応を紹介しつつ、神奈川県による

（仮称）水源環境保全税導入に係る横浜市との対立点とその調整可能性の検討 
１) 神奈川県の水道事業の太宗を占める横浜市の水道システムは、その導入の早期   

の段階より遠距離の水源としての道志水源涵養林を維持する等独自の良好な

「水質」を確保している。 
２) 横浜市では水道システムとして森林の保全・再生、河川の保全・再生のための

事業費用を水道料金より既にある程度捻出しており、この意味で、受益者負担

としての関連事業が横浜市として実施されている状況である。従って、実施が

予定される水源環境保全・再生基本計画案（仮称）の事業により水源地帯の環

境保全効果を含めた施策効果を、県側としてより具体的に提示し、調整するた

めの仕組みづくりが必要である。 
 
3. 結論 
公益的視点から水源保全地域への経済規制を課すとの選択肢を取らないという前提で、

今次の神奈川県が提案した事業の推進により、水道システム全体としての持続性確保に繋

がる、給水時点の良好な「水質」の確保を具体的に提示することが重要である。受益の小

さい都市部県民に対しより目に見えるメリットを提示できることで、初めて水源林保全の

推進という受益が直接ある「水源保全地域」との建設的な調整を図ることが可能となる。 
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報告概要 
 
1.はじめに 

本報告では、森林環境税について地方税という視点からいくつかの論点に焦点を当てて

報告する。 
秋山（2004）によれば、平成 16 年 9 月 30 日現在で森林環境税が導入もしくは検討され

ている都道府県は 38 にのぼることになる。このように多くの都道府県で検討が行われてい

る背景には、次の 3 つが考えられるであろう。第 1 に、地方分権の潮流の中で地方政府の

課税自主権の拡大を背景に、地方政府が独自課税を模索していることである。課税自主権

の拡大により、地方政府は従来に比べて独自課税を行うことが容易になってきた。また、

地方政府にとっては、独自課税を行うことにより地域の特性を他の地方に対して主張でき

るというメリットも考えられるであろう。第 2 に、現在、わが国の財政環境は地方分権と

並んで財政再建も推し進められている。地方政府にとっては、地方政府自身の事情による

財政悪化に伴う行財政改革だけでなく、財政再建としての三位一体の改革による歳入の減

少という影響からも、新税の創設による新たな歳入増加策が必要となってくることになる。

その有力な手段のひとつとして森林環境税が挙げられることになる。第 3 に、わが国だけ

でなく地球規模での環境保全に関する意識の高まりや地球温暖化防止策のひとつとして、

環境対策として地方政府によって導入される森林環境税である。地球温暖化防止政策の実

施は国に求められているだけでなく、地方政府にも求められており、その手段の一つとし

て森林環境税が導入されることになる。 
ところで、森林環境税の典型例としては、平成 15 年度から実施された高知県森林環境税

が挙げられるであろう。そこで、ここでは高知県森林環境税をモデルケースとして利用し

ながら、地方税としての森林環境税について報告を行うことにしたい。本報告の構成は以

下の通りである。2 節では、課税自主権の活用という視点から森林環境税を検討する。地方

政府が課税自主権を活用する手段としてはいくつかあるが、森林環境税は県民税均等割超

過課税により課税が行われており、地方税としては住民税の超過課税でしかない。課税自

主権の拡大により要件が緩和された新税の創設という手段にはよっていないのである。ま

た、歳入としても小さな規模であり、高知県の場合、約 1.3 億円（平成 16 年度）である。

3 節では、国税において導入が検討されている環境税との関係を検討する。国税において導

入が検討されている環境税とは、課税ベースがまったく異なるものであるが、税収の使途



として森林対策が盛り込まれており、森林環境税と環境税は税収使途として重複する部分

がある。また、環境税収のうち一部は地方政府に対して環境譲与税として譲与されること

も検討されている。その結果、このような状況を踏まえて地方政府の中には国における環

境税の動向を見極めた上で森林環境税の導入を検討するという団体も存在するという状況

になっている。森林環境保全のための政策パッケージとして森林環境税を捉えると、国税

である環境税と地方税である森林環境税の協調が必要になると考えられる。4 節では、受益

者負担として森林環境税を検討する。住民税の上乗せとして森林環境税が導入される場合、

課税の根拠として受益者負担が採用される場合が多い。受益者負担という公平性を課税根

拠として森林環境税が課税されるのである。しかしながら、田中（1979）において指摘さ

れているように受益者負担という仕組みは政府が財政悪化に直面した際に収入拡大策とし

て利用されるという側面も持ち合わせている。5 節では、本報告をまとめる。 
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環境税と公的資金の限界費用

小林 航∗

■環境税と公共支出

• 問題意識：通常、環境税制改革の議論では税収中立制約が前提とされるが、制約を外
した (＝公共支出を内生化した)場合にどのようなことが起きるのか。

• セカンドベストの最適公共支出：一括税が利用できないとき、公的資金の限界費用
(MCPF)は公共支出の最適水準に影響を与える (修正 Samuelson条件)。

• MCPFを構成する 2つの要素：

�財源調達手段としての効率性：課税ベースが広いほどMCPFは低くなる。

�環境改善手段としての効率性：環境対策効果が大きいほどMCPFは低くなる。

• 先行研究：
○ Bovenberg and van der Ploeg(1994)：環境税と公共支出の最適ルールを分析。

○ Ballard and Medema(1993)、Bovenberg and Goulder(1996)：限界環境被害額

(MED)の増加にともなってMCPFが低下することを示す。

○小林 (2004)：環境税の漸進的導入にともなう最適公共支出の変化を分析。

→環境税の導入でMCPFが上昇し、公共支出の最適水準が低下することを示す。

• 本稿の目的：
�日本のデータで環境問題を考慮したMCPFを試算する。

�環境税の漸進的導入にともなうMCPFの変化の仕方を明らかにする。

■分析の概要

• 消費者の効用関数と環境の質：

U = u(C, D,H, G,E), E = e(D) e′ < 0
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C：クリーン財消費量、D：汚染財消費量、H：余暇、G：公共財、E：環境の質。

• 消費者の予算制約と時間制約：
C + PDD = PLL, L = 1−H

(PD, PL)：課税後価格、PD = 1 + tD、PL = 1− tL、L：労働供給。

• 環境税率 tD を所与としたときの労働税所得税のMCPF：

ηL =
1− θP αDεDL

1− θDαDεDL − θLεLL
, where θL ≡ tL

PL
, εLL ≡ ∂L

∂PL

PL

L
,

θD ≡ tD
PD

, θP ≡ tP
PD

, tP ≡ −uEe′

λ
, αD ≡ PDD

PLL
, εDL ≡ ∂D

∂PL

PL

D

• 含意 (εDL > 0を前提とすると)：

○限界環境被害額 (MED：tP )が大きくなるとMCPFは小さくなる。

○環境税率 (tD)が大きくなるとMCPFは大きくなる。

• 数値計算の結果：
○炭素 1トン当たり 3000円の炭素税では、MCPFはほとんど変化しない。

○消費者部門の CO2 排出量を約 6%減らすことのできる炭素 1トン当たり 70,000円

の炭素税 (ガソリン 1`当たり約 44円)では、MCPFは 0.008～0.024上昇する。

○ CO2 排出量を約 15%減らすことのできる炭素 1 トン当たり 200,000 円の炭素税

(ガソリン 1`当たり約 126円)では、MCPFは 0.021～0.064上昇する。
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